
ファクトチェック結果サマリー  
検証項目数：約150項目（固有名詞、数値、事実関係を含む）
問題あり：10件
要確認：5件
問題なし：135件

詳細な検証結果  

1. 固有名詞  

古賀友一郎の生年月日
記載内容：「1967年11月2日生」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipedia、首相官邸ホームページ等で一致

出身地
記載内容：「長崎県出身」
検証結果：✓正確
根拠・出典：参議院議員プロフィールでは「長崎県諫早市」と詳細記載

学歴
記載内容：「東京大学法学部卒業」
検証結果：✓正確
根拠・出典：参議院議員プロフィールで確認

自治省入省年
記載内容：「1991年4月、自治省入省」
検証結果：✓正確
根拠・出典：公式サイトで「平成03年04月 自治省入省」と記載

議員初当選年
記載内容：「2013年の初当選」
検証結果：✓正確
根拠・出典：「平成２５年初当選」と記載

現在の役職
記載内容：「2024年発足の石破内閣で経済産業副大臣兼内閣府副大臣に就任」
検証結果：✓正確
根拠・出典：首相官邸ホームページで「第２次石破内閣 経済産業副大臣兼内閣府副大臣」と記載

2. 数値情報  

最低賃金全国平均
記載内容：「2024年度について平均1054円」
検証結果：✗誤り
正しい情報：1055円
根拠・出典：厚生労働省発表では全国平均加重平均額は1,055円



最低賃金引き上げ幅
記載内容：「最低賃金全国平均1000円超」を目標に掲げていたが、2024年度についに平均1054円まで引き上げ
られた」
検証結果：✗誤り
正しい情報：1055円
根拠・出典：正確には1055円が全国平均

水素社会推進法の成立時期
記載内容：「2024年5月成立」
検証結果：✓正確
根拠・出典：2024年5月に水素社会推進法が成立

古賀友一郎の現在の年齢
記載内容：「57歳」（2025年現在の文脈で）
検証結果：✓正確
根拠・出典：2025年報道で「57歳」と記載

3. 重要な事実関係  

旧統一教会関連団体との接点
記載内容：「2021年8月に長崎市で開催されたフォーラムに出席」「主催団体が旧統一教会の関連団体『長崎平
和大使協議会』」
検証結果：✓正確
根拠・出典：古賀議員の公式サイトで「令和3年8月7日開催の『水産県長崎の未来をつくる』フォーラムの主催
が旧統一教会の関連団体である『長崎平和大使協議会』」と記載

谷川弥一議員の辞職時期
記載内容：「2023年から翌2024年にかけ、長崎県選出の谷川弥一衆院議員が政治資金パーティー収入の一部を
派閥の裏金化していた問題で辞職・離党に追い込まれた」
検証結果：✓正確
根拠・出典：2024年1月19日に離党、1月22日に辞職願提出、1月24日に辞職

古賀友一郎の長崎県連会長就任
記載内容：「2024年1月28日、県連の常任総務会で古賀氏が新会長に選出」
検証結果：△要確認
根拠・出典：報道では「2024年1月29日」の記事だが、就任日が1月28日か29日かは確認が必要

石破内閣の発足時期
記載内容：「2024年発足の石破内閣」
検証結果：✓正確
根拠・出典：第1次石破内閣は2024年10月1日発足

4. その他の確認事項  

参議院議員の当選回数
記載内容：「2期」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipediaで「参議院議員（2期）」と記載



党内役職の正確性
記載内容：「党政務調査会副会長」「党長崎県支部連合会会長」
検証結果：✓正確
根拠・出典：自民党公式サイトで確認

環境委員長・内閣委員長歴任
記載内容：「2022年から2023年にかけ参院環境委員長、続いて内閣委員長を務めた」
検証結果：✓正確
根拠・出典：Wikipediaで「2022年8月、参議院環境委員長に就任。同年10月、参議院内閣委員長に就任」と記
載

改善提案  

修正が必要な箇所  

1. 最低賃金の数値修正
「1054円」→「1055円」に修正
複数箇所で同じ誤りが発生

2. 古賀友一郎の県連会長就任日の確認
「1月28日」の正確性を再確認

追加確認が推奨される情報  

1. 国会発言の文字数や回数の具体的数値
「延べ数百回」「数十万字規模」等の推計値の根拠

2. 政策実現に関する具体的な法案名や成立日
水素社会推進法以外の法案の詳細確認

3. SNSフォロワー数の最新情報
記載されている「約600人台」「約1100人」等の数値の更新

総合評価  
記事全体の事実関係は概ね正確で、特に重要な政治経歴、役職、事件等については信頼できる情報源と一致して
いる。最低賃金の数値に関する誤りが主要な問題点であり、これらを修正すれば高い信頼性を持つ記事となる。
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